
別紙１　

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　両戒地区の農地利用は基本的には、認定農業者の法人及び個人に集約化している。今後も、両戒地区の農
地は人・農地プランに記載されている中心経営体に地権者と耕作者と協議しながら集積していく。

　両戒地区については、認定農業者の法人及び個人が主に地域の担い手となっており、５年間は大きな問題は
生じないと考えられる。しかし、１０年後を考えると高齢化により、担い手不足が懸念されるため、青年就農者等
を取り入れる必要があり、後継者の育成を検討する。
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣被害防止対策について、地区全体として取り組む必要性は認識しているので、今後は地区でまとまった対
策をどのようにするか協議を行う必要がある。

農地の貸付け等の意向
　アンケート結果では、現在貸付け等の意向はないが、今後、高齢化により農業をリタイアする方が増えてくると
思われるので、地区の総会等で農地の貸付け等の意向の確認を行う。

農地中間管理機構の活用方針
　両戒地区は、将来の経営農地の集約化を目指し、農地の利用権設定をおこなう際には、農地中間管理機構を
活用していく。

基盤整備への取組方針
　両戒地区としては、水路改修や広域農道の整備について今後どのように対策をしていくか地区で協議を行う必
要がある。

新規・特産化作物の導入方針
　米、麦等の土地利用型作物が主になっている。今後、必要であれば、収益性の高い園芸作目の導入について
も地区で検討する。


